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はじめに 
 
経済産業省では、「自動車新時代戦略会議」の第３回会議（2019 年 4 月 8 日）において、

CASE のもたらすクルマの新たな社会的価値として、３つの社会像を提示し、それぞれの

課題に対して取組を進めている。その中で、新たなモビリティサービス導入に向けた「地

域×企業」の挑戦支援として国土交通省とともに新たなプロジェクトである“スマートモ

ビリティチャレンジ”を 2019 年度に創設し、取組を進めてきた。2019 年度のパイロット

地域における実証結果を踏まえて、地域に新しいモビリティサービスを導入するには、既

存の交通事業者との綿密な調整のもと、実証実験等を通じてサービスの検証・見直し・改

善を繰り返しながら、徐々に完成度を高めて社会実装に近づけていく必要性を唱えたとこ

ろ。 
一方、中部地域（本調査では、中部経済産業局が管轄する愛知県、岐阜県、三重県、富

山県、石川県の５県を指す。以下、同様。）は、以前から自動車産業を中心とした輸送機械

製造業によって支えられてきた地域であるが、自動車の機能が自動車内だけでなく、周辺

領域と連携することによって生まれるビジネス・サービスによって、新たなライフスタイ

ル・価値観の実現や、新たな社会的課題の解決に資することが期待されている中、当地域

の強みであるものづくりと革新的な技術・アイデアの融合による新たなビジネス・サービ

スの創出が必要となっている。 
そこで、これまで中部地域において実施されてきたモビリティサービスをはじめとした

取組内容について現状を把握し、実装に向けた課題とその解決に対するチャレンジ方法及

び技術内容を分類・整理することで、当地域のモビリティサービスに対する取組の社会実

装に向け取り組むべき課題等を明らかにするとともに、自動車を中心とした輸送機械製造

業によって成長してきた地域が理想とすべきモビリティサービス像を検討した。また、調

査によって発掘されたプロジェクト等、中部地域におけるモビリティサービスに関する取

組を紹介する「MaaS を中心とした中部地域におけるモビリティシンポジウム」を開催し

た。 
本調査は経済産業省中部経済産業局から委託を受けた日鉄総研株式会社が実施した。本

調査報告が今後の中部地域におけるモビリティサービスの発展に些かなりとも繋がること

を期待したい。 
 
 
 
 

2021 年 3 月 
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ス問題」として社会的な課題になっている。図 4 は 2015 年における 65 歳以上人口に占め

る食料品アクセス困難人口の割合を市町村別に示したものである。中部地域は北海道、東

北、中国、四国、九州ほどにはアクセス困難人口比率が 30%以上の自治体は多く無いもの

の、三重県の南部および石川県の能登半島は 30%以上の自治体が目立つ。中部地域の 5 県

の他の地域も今後の人口減少と高齢化の進展により（表 2、表 3）、食料品アクセス困難人

口の割合が高い自治体が増加していくことは避けられないものと考えられる。 
 

 
図 4 65 歳以上人口に占める食料品アクセス困難人口の割合（2015 年・市町村別） 

注 1 アクセス困難人口とは、店舗まで 500m 以上かつ自動車を利用できない 65 歳以上の高齢者を指す。 
注 2 アクセス困難人口の割合とは、65 歳以上人口全体に占めるアクセス困難人口の割合を表す。 
注 3 店舗は生鮮食料品販売店舗、百貨店、総合スーパー、食料品スーパー、コンビニエンスストアである 

出所：農林水産省 食料品アクセス（買い物弱者・買い物難民等）問題ポータルサイト 
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/syoku_akusesu.html 

 
表 2 中部地域の人口の予測 

 
出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」より 

日鉄総研作成  

（千人）

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
愛知県 7,483 7,505 7,456 7,359 7,228 7,071 6,899
岐阜県 2,032 1,973 1,901 1,821 1,735 1,646 1,557
三重県 1,816 1,768 1,710 1,645 1,576 1,504 1,431
石川県 1,154 1,133 1,104 1,071 1,033 990 948
富山県 1,066 1,035 996 955 910 863 817
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表 3 中部地域の高齢者率（65 歳以上人口比率）の予測 

 
出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」より 

日鉄総研作成  
 
②自動車への依存とその問題点 

公共交通機関が充実した三大都市圏に比べ地方都市では移動の交通手段として自動車が

利用されることは多い（図 5）。しかし自ら運転することが難しくなり免許を返納する高齢

者は急増しており（図 6）、自動車に移動を大きく頼る過疎地を中心にいわゆる「買い物難

民」の今後の増加が不可避の状況にある。 
なお、自家用車の世帯普及台数を都道府県別に見ると、中部地域の5県は全国平均の1.043

台を上回っている。特に富山県は 1.670 台で全国 2 位、岐阜県は 1.562 台で全国 8 位と、

移動手段としての自動車への依存が高いものとなっており（表 4）、今後の人口の高齢化の

進展に伴う「買い物難民」の増加が懸念される。 
 

 
三大都市圏： さいたま市、千葉市、東京区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市やそ

の周辺都市を含む 29 都市 地方都市圏： 札幌市、仙台市、広島市、北九州市、福岡市、宇都宮市、金沢市、

静岡市、松山市、熊本市、鹿児島市、弘前市、盛岡市、郡山市、 松江市、徳島市、高知市やその周辺都市

を含む 41 都市  
図 5 移動の交通手段別構成比 

出所：国土交通省「交通政策白書 2020 年版」 

 
 

(%)

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
愛知県 23.8 25.4 26.2 27.3 29.0 31.6 33.1
岐阜県 28.1 30.5 31.7 33.0 34.6 37.3 38.7
三重県 27.9 30.1 31.2 32.6 34.2 36.9 38.3
石川県 27.8 29.9 31.0 32.0 33.3 35.9 37.2
富山県 30.6 32.8 33.8 34.7 36.0 38.8 40.3
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図 17 「食料品アクセス問題」対策内容別の実施率 

出所：農林水産省食料産業局食品流通課「「食料品アクセス問題」に関する全国市町村アンケート調査結果」

令和２年３月 
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（２）環境変化に対応した新たなモビリティに係る技術とサービス 

 
上述のような社会環境の変化に伴う課題の解決策として、新たなモビリティに係る技術

とサービスの開発、実証実験が進められている。 
 
①グリーンスローモビリティ 
 グリーンスローモビリティとは、時速 20km 未満で公道を走る４人乗り以上の電動（グ

リーン）パブリックモビリティを指し、環境に優しく、低速のため近距離移動を得意とし、

既存の公共交通を補完するモビリティとして、高齢者をはじめとする地域住民や観光客の

移動手段、地域の賑わい創出など、幅広い場面での活用が期待されている。地域での低炭

素型交通の普及を目的に、2018 年度から環境省と国土交通省による実証事業もスタートし

ている。図 18 にグリーンスローモビリティ対象車両例を示す。 
 

 
図 18 グリーンスローモビリティ対象車両例 

出所：国土交通省「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ参考資料」2019.3.14 

 
②超小型モビリティ等 

超小型モビリティとは、自動車よりコンパクトで小回りが利き、環境性能に優れ、地域

の手軽な移動の足となる 1 人～２人乗り程度の車両を指し、図 19 に示すように第一種原動

機付自転車（ミニカー）、超小型モビリティ（認定車）、超小型モビリティ（型式指定車）

の 3 つの区分に分類される。保安基準の整備も進んでおり、小型モビリティの利点を確保

するため車体寸法をミニカーと同一とし、使用者や走行区域を限定せず、一般道での円滑

な走行を前提とした最高速度 60 ㎞/h 以下とする軽自動車を対象とした保安基準改正が、

2020 年に行われた。 
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立して超小型 EV 開発を行うことを発表するなど、従来の超小型電動モビリティの機能をよ

り高める動き（航続距離延長、乗車定員増加など）も加速している。これらの新たな超小

型電動モビリティの概要を図 21 に示す。「C+pod」は同時に EV の導入をサポートするサ

ービス「TOYOTA GREEN CHARGE（トヨタグリーンチャージ）」を提唱し、出光タジマ

EV も超小型 EV の開発・販売だけではなく、サービス面や自動運転開発も考慮するなど

新たな範囲を手掛け始めていることが特徴である。 

 
図 21 超小型電動モビリティの例 
出所：各種資料をもとに日鉄総研作成 

 
③CASE（ケース） 
「CASE」とは、もともと 2016 年に開催された CES においてダイムラーが用いた

「Connected（コネクティビティ＝通信機能）」「Autonomous（自動運転）」「Shared & 
Services（シェアリングとサービス）」「Electric（電動化）」の頭文字をつなげたものであり

以降、モビリティを語るうえでモビリティ産業の構造変革をもたらす可能性があるものと

して注目されるようになった（図 22）。 

 
図 22  CASE による産業構造変化 

出所：経済産業省「自動車新時代戦略会議（第 1 回）資料」2018.4.18 
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「Connectivity」では、車車間通信、車路間通信等走行上の情報通信に留まらず、商業情

報、娯楽情報等エンタテイメントに係る情報通信も含まれており、4G/5G など通信機能向

上の進展でより高速、低遅延、大容量の通信が可能となってきた。 
「Autonomous（自動運転）」は、交通に関連する様々なデータと連携することで、より

安全かつ円滑な運転を可能とするものである。自動運転は表 6 に示すように技術の進度に

よりレベル１からレベル 5 に分類されており、2021 年に世界に先駆けて本田技研工業がレ

ベル 3 の乗用車レジェンドを上市し、技術開発は本格化している。今後 10～20 年の間に急

速に普及していくことが予想されており、特に高齢者等の移動困難者や過疎地域等地方に

おける移動手段の確保、ドライバー不足への対応等の課題に対しても、早期実用が期待さ

れている。 
 

表 6 自動走行レベルの定義（JASO TP-18004（2018 年 2 月 1 日発行）） 

 
出所：自動走行ビジネス検討会「自動走行の実現に向けた取組報告と方針」報告書概要 Version4.0 

（2020 年 5 月 12 日） 

 
「Shared & Services（利活用）」は、これまでのクルマの保有（マイカー）から登録会

員間でクルマをシェアし、使いたいときに車を借りることが出来るカーシェアリングやス

マホなどのアプリで一般ドライバーと利用者を仲介し、一般ドライバーが有償で運送サー

ビスを行うライドシェアリングなどの新しいモビリティの形態を指すものである。前者で

はオリックスカーシェア、タイムズカープラスなどが、後者では海外では Uber POOL が有

名だが、日本では移動の実費の範囲で割り勘するライドシェアマッチングサービス「notteco
（のってこ！）」や配車サービス事業用にソフトバンクと DiDi、Uber、DeNA などがタク

シー配車アプリを展開しているが、有償でのライドシェアについては現在各所で実証実験

が進められている段階である。 
「Electric（電動化）」は、地球温暖化への対応機運の高まりに後押しされ、欧州や中国

をはじめとして世界的に潮流となっており、電動車の開発には既存の自動車メーカーはも

とより、電気自動車（EV）に特化した米国テスラをはじめ、中国の BYD や NIO などの新
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興企業の参入も多い。電池などの課題も多いが期待も大きいとみられる。国内では、2020
年 10 月、菅内閣総理大臣の 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す宣

言を踏まえ、同年 12 月、経済産業省で、関係省庁と連携して、14 の重要分野ごとに、現状

の課題と今後の取組等を盛り込んだ「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」を策定した。2021 年 3 月には「カーボンニュートラルに向けた自動車政策検討会」が

設立されたところである。 
 
④MaaS 
 MaaS（マース：Mobility as a Service）は定義については様々あるが、ここでは ICT（情

報通信技術）を活用して自家用車以外の移動をシームレスにつなぐためにスマホアプリ又

は web サービスにより、地域住民や旅行者一人一人の移動ニーズに対応して、複数の公共

交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサ

ービスであり、新たな移動手段（AI オンデマンド交通、カーシェア、シェアサイクル等）

や関連サービス（商業、医療）も組み合わせることが可能なサービスに着目する。既存の

公共交通の利便性の向上や、地域における交通弱者の移動手段の確保・充実に資するもの

であり、その普及により、自家用車の過度な依存からの脱却による環境負荷軽減や高齢者

等が自らの運転だけに頼らず、ストレスなく快適に移動できる環境が整備されることが期

待されている（図 23）。 
 

 

図 23 新たなモビリティサービスのインパクトと必要性 
出所：国土交通省「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ概要」2019.3.14 

 
また、MaaS の導入に際しては表 7 に示すように地域の特性や交通課題を踏まえた取り組

みが必要であることが国土交通省の“都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会”に

よって提言されている。 
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表 7  MaaS の地域特性別の課題と取り組みのイメージ 

 

出所：国土交通省「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 中間とりまとめ概要」2019.3.14 

 
海外においては、表 8 に例示するようにフィンランドの whim に代表されるようにスマ

ホアプリによる経路検索・予約・決済が普及しつつあり、また、米国の Waymo や中国の

Didi のように自動運転技術を活用した移動サービスの試みも始まっている。 
日本においても、鉄道や長距離バス、タクシーを起点とした経路検索・予約・決済の実

証が始まっており、また、MONET Technologies のように移動における社会課題の解決や

地域活性化を目指し、利用者・生活者・交通事業者・サービス事業者をつなぐプラットフ

ォームを提供する企業による取り組みも進んでいる。詳細は、新しいモビリティサービス

の活性化に向けて IoT やAI が可能とする新しいモビリティサービス関する研究会の中間整

理を踏まえた調査結果報告を参照のこと。 
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表 8 海外における MaaS の主な事例 

 
出所：各種資料より日鉄総研作成 

 

  

国 事業者 事業の類型 概要

フィンランド MaaS Global 経路検索・予約・決
済

・2017年からMaaS アプリ「Whim」をヘルシンキにおいて提供。

・公共交通機関、タクシー、ライドシェア、シェアサイクルなどの移動手段に対して、
出発地から目的地までの最適経路「検索」、そのルート上で利用する座席や乗り物
を確保するための「予約」、運賃や利用料をキャッシュレスで支払う「決済」のすべて
がアプリ上で完結

リトアニア Trafi 経路検索・予約・決
済プラットフォーム

・2013年に設立され、複数の移動手段を組み合わせたルート検索・予約・決済、関
連する情報収集などを可能とするMaaSプラットフォームを提供。
・ベルリン市交通局が運営するMaaSアプリ「Jelbi」として活用されている。

台湾 高雄市交通局 経路検索・決済 ・2018年からMaaS アプリ「Men-GO」を提供。
・Men-GO を利用し、複数の交通機関による経路検索と、定額料金での利用がで
きる。交通機関への乗車は IC カード（iPASS）で行い、決済は Men-GO 上で可能。

シンガポール Mobility-X 複数モビリティサー
ビス連携最適化、決
済

・2019年からMaaSアプリ「Zipster」を提供。
・Zipster は、公共交通、シェアサイクル、カーシェアリング、ライドシェアリング及び

個人向け傷害保険等、様々なモビリティサービスを統合するオールインワン・トラン
スポートアプリケーションとなることを目指している。

中国 Didi（滴滴出行） ライドシェア ・2012年からタクシー配車サービスアプリ「Didi Dache）」を提供。
・2014年には配車サービスに進出。2016年にはタクシー予約から配車までサー
ビスを拡大。2018年に「快的打車」と合併し「滴滴出行」発足、同年小藍単車
（Bluegogo）を買収し、シェアサイクルプラットフォーム上市。
・2023年に自動運転車のカーシェア事業への投入を発表。

米国 Uber
Technologies

配車プラットフォーム、
ライドシェア、
ロボットタクシー

・2009年に設立。ライドシェア、フードデリバリー（Uber Eats）、宅配便、クーリエ便、

貨物輸送、ライム（運送会社）（英語版）との提携による電動自転車や電動スクー
ターのレンタルなどのサービスを提供。

米国 Waymo ロボットタクシー ・2009年にGoogle内の自動運転プロジェクトとして発足。
・2020年1月、自動運転ミニバンを使用して、アリゾナ州でUPSの小荷物配達を開
始することを発表。
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２．中部地域におけるモビリティサービス事業の実態 
 
前章で見たように、人口減少と高齢化、東京への一極集中とその問題点が顕在化する中

で、ICT をはじめとする技術革新の成果を用いてモビリティに係る課題解決と地域活性化

を図るサービスの試みが国内外で進展している。我が国では経済産業省と国土交通省が地

域と企業の協働による意欲的な挑戦を促す新プロジェクト「スマートモビリティチャレン

ジ」（図 24）を令和元年度から開始し、スマートモビリティチャレンジ推進協議会の活動

を通じ、具体的なニーズやソリューションに関する情報共有を促すとともに、新しいモビ

リティサービスの地域における事業性・社会受容性向上のポイント、地域経済への影響、

制度的課題等を整理し、ビジネス環境整備を進めているところである。このほか、モビリ

ティサービスへの支援を含む国の主な支援事業としては表 9 の事業が挙げられる。なお、

本調査では以下これらをまとめて「スマートモビリティチャレンジ等」と記載する。 
 

 

図 24 「スマートモビリティチャレンジ」プロジェクトの概要 
出所：「スマートモビリティチャレンジ」プロジェクト ホームページ 

https://www.mobilitychallenge.go.jp/aboutsmcpc 

 
表 9 モビリティサービスへの支援を含む国の支援事業（令和２年度名称） 

事業名 所管官庁 

SIP アーキテクチャ構築 内閣府 

未来技術社会実装事業 内閣府 

データ利活用型スマートシティ推進事業 総務省 

スマートシティモデルプロジェクト 国土交通省 

自動走行車等を活用した新しいモビリティサービスの地域実証事業 経済産業省 

日本版 MaaS 推進・支援事業 国土交通省 

 
 さらに、スマートモビリティチャレンジ等以外のモビリティサービスに係る実験的な取

組みも少なくない。 
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以下では、中部地域における（１）スマートモビリティチャレンジ等の取り組みと、（２）

スマートモビリティチャレンジ等以外の取り組みについて概観し、今後の成長・発展が期

待される案件を抽出した上でその背景（課題）、体制、目的、内容、事業化に向けた課題を

整理した。 
 
（１）中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等の取り組み 
 中部地域において取り組まれている「スマートモビリティチャレンジ」等の事例は、表 10
～表 12 に示した 18 事例である。これらの事例のうち、網掛けを付した８事例を抽出して

ヒアリング調査を行い、背景（課題）、体制、目的、内容、事業化に向けた課題を整理した。 
 

表 10 中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等の取り組み（１） 

 

出所：各省庁の発表資料から日鉄総研作成 

地域 事業名称① 事業名称② 所管官庁
実施主体

（代表団体）
内容 年度

1
愛知県

春日井市

未来技術社会実装

事業

高蔵寺ニューモビリ

ティタウン構想事業
内閣府

春日井市

近未来技術

地域実装協議会

モビリティサービスＷＳによる自動運転サービスの検

討を進めながら、数週間の団地内ゆっくり自動運転実

証実験を実施。

ニュータウン及びその周辺を対象地区に、約４か月間

相乗りタクシー等の実証実験を実施。

外出支援が必要な人に対し、個別の移動プラン「モビリ

ティ・プラン」を策定し、外出頻度や幸福度のモニター

調査を実施。

H30

2
愛知県

春日井市

スマートモビリティ

チャレンジ

共通プラットフォー

ムの構築による

MaaSビジネスス

キーム構築プロジェ

クト

経済産業省 春日井市ほか

自動運転車両、パーソナルモビリティ、バス・タクシー

等既存公共交通機関、住民共助型システムによる移

動支援など、新たなモビリティサービスと既存交通との

ベストミックスによる「高蔵寺ニューモビリティタウン」を

目指す

R1

3
愛知県

春日井市

スマートシティモデ

ルプロジェクト

高蔵寺ニューモビリ

ティタウン実行計画
国土交通省

春日井市・

名古屋大学

交通のベストミックスによる『高蔵寺ニューモビリティタ

ウン』を実現し、新たな若い世代への居住促進と全て

の住民への安らぎを提供し続けることで、持続可能で

暮らしやすいまちを実現。

R1

4
愛知県

春日井市

スマートモビリティ

チャレンジ

若年・子育て世帯を

主対象とした商業連

携モビリティサービ

ス実証実験

国土交通省
高蔵寺スマートシ

ティ推進検討会

高蔵寺NTの既存公共交通と新モビリティサービス

の維持・活性化を目指し、これまでの交通弱者対

応に加えて、若年層居住者を対象にMaaSアプリを

提供し、来店交通手段別に異なる商業連携クーポ

ンを配信し、自動車利用に依存しないNT内生活を

積極的に体験してもらう．

R2

5
愛知県

尾三地区南部

スマートモビリティ

チャレンジ

デマンド型交通によ

る精度向上ダイナ

ミックルーティング

経済産業省 アイシン精機株式会社

曜日、時間帯、天候、気温、運転手など運行時間に影

響を及ぼす要素をビッグデータとして活用し、デマンド

型交通（チョイソコ）の到着時刻計算精度を向上すると

ともに、他の移動サービスとの連携を行うことで、自動

車からのシフトや混雑回避効果を検証する。

R2

6 愛知県常滑市
スマートモビリティ

チャレンジ

ポイント等のインセ

ンティブ付与による

密を避けた観光の実

現

経済産業省
PwCコンサルティング

合同会社

混雑状況に応じて観光客を分散し、コロナ禍にお

ける密を避けた観光を実現するため、MaaSアプリ

を活用し、空港到着から目的地でのサービスまで

を一貫して支援すると共に、付与ポイント数変化

による利用者の行動変容効果を検証

R2
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表 11 中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等の取り組み（２） 

 
出所：各省庁の発表資料から日鉄総研作成 

 
 

地域 事業予算 事業名称 所管官庁
実施主体

（代表団体）
内容 年度

7

愛知県

南知多町・常滑

市・西尾市・長

久手市

未来技術社会実装

事業

「産業首都あいち」が

生み出す近未来技術

集積・社会実装プロ

ジェクト

内閣府

愛知県

近未来技術

地域実装協議会

3地域（長久手市・南知多町・常滑市）にて、AIを活用し

たオンデマンド配車やAR等も取り入れた遠隔型自動

運転の実証実験を実施。

専任コーディネータによる助言・指導、臨床・開発段階

の治験データ等の取得支援、ロボット導入支援のため

の介護・リハビリ支援ロボット相談窓口を開設。

山間部等における無人飛行ロボットを活用した荷物輸

送の実証実験を行う候補地を調査、及び、実験を通じ

て判明した課題を整理。

中部国際空港等をショーケースに見立てたサービスロ

ボットの実証実験・デモンストレーションを実施。

H30

8 愛知県豊田市
未来技術社会実装

事業

様々な生活シーンに

対応し、社会インフラ

と協調する、先進モビ

リティ活用事業

内閣府

豊田市

近未来技術

地域実装協議会

超小型電気自動車シェアリングサービスにおける路上

ステーションの整備に向けた検討及び関係者との調整

ラグビーワールドカップ2019における「座り型パーソナ

ルモビリティ実証実験」の実施

H30

9 愛知県豊田市
スマートモビリティ

チャレンジ

中山間地域における

多機能集約型のモビ

リティサービスの構

築

経済産業省
豊田市、MONET

Technologies

機能集約(交通・商業・医療・宅配など)や同業者間が

横断的な連携を行える体制を行政として構築すること

で、多機能集約型のモビリティサービスを展開し、地域

サービスの向上・維持を図り持続可能な地域作りを行

う具体的にはヒトの移動（新モビリティ・AIシステム導

入・自動運転）、モノの移動（貨客混載の地域バス）、

MaaSプラットフォームの検討を行う

R1

10 岐阜県岐阜市
未来技術社会実装

事業

階層構造の公共交通

ネットワークへの自

動運転の展開により

地域先進モビリティシ

ステムを構築する地

域活性化事業

内閣府

岐阜市

近未来技術

地域実装協議会

コミュニティバスを補完するコミュニティバスサポート便

（オンデマンド）の導入

岐阜市公共交通自動運転技術活用研究会を設置し、

自動運転技術の活用方策について研究を実施

2019年11月に、一般市民が参加する「小型自動運転

車両（Milee）」による走行実験を実施（金公園）

R1

11 三重県菰野町
スマートモビリティ

チャレンジ

こもののおでかけを

MaaSで便利にする

プロジェクト

国土交通省
菰野町地域公共

交通会議

町民の生活利便性・来訪者の移動利便性の向上を

目的に、地域公共交通網全体の検索・予約システ

ム作成及びオンデマンド乗合交通の配車のAI化を

行い、地域公共交通のニーズ把握とKPI向上を図る

R1

12 三重県菰野町
スマートモビリティ

チャレンジ

「安心して生活・来

訪できるまち」実現

に向け進化する

MaaS「おでかけこ

もの」

国土交通省
菰野町地域公共

交通会議

町民・来訪者の「おでかけ」利便性向上が目的。

町民・来訪者の「安心」感を高めるため、オンデ

マンド交通の「事前決済」、コミュニティバスの

「混雑状況表示」を新たに提供するとともに、通

学者の乗車時顔認証とみまもり通知も導入。新し

い生活様式と「おでかけ」利便性向上を「MaaSの
進化」で両立。

R2

13 三重県志摩市
スマートモビリティ

チャレンジ

志摩地域観光型

MaaS実証実験
国土交通省

近鉄グループホール

ディングス株式会社

第1期は経路検索等の環境整備、オンデマンド交通

を試行しMaaS提供体制を整備。第2期は域内陸

上・海上の複数交通サービスや旅行商品を統合し

たMaaSアプリを公開。検索・予約・決済機能の提

供、デジタルフリーパス販売を行い需要・技術的

検証を行う。

R1

14
三重県

木曽岬町

データ利用型ス

マートシティ推進事

業

木曽岬町地域BWAを

活用した安全・安心

まちづくり事業

総務省 三重県木曽岬町
町内全域を地域ＢＷＡの電波エリアとし、コミュニティ

バスの運行状況確認（事業全体の一部）
R1

15 富山県朝日町
スマートモビリティ

チャレンジ

自家用有償運送と

Beaconデータを活用

した、高齢者の外出

増進とマチ活性化に

向けた実証実験

国土交通省
朝日町MaaS実証実験

推進協議会

富山県朝日町は県内で高齢化率が最も高い地域。

都市拠点と居住区域間の移動は、公共バスがその

役目を果たすものの1日あたりの運行本数は数便と

少なく、免許返納者や運転が困難な住民は移動が

困難。同エリア内で実施する自家用車への乗合実

証実験を基盤とし、利用者の移動実態をBeaconで
捉え、アプリを通じた商業や医療に関する各種情

報配信による行動変容を測定分析し、自家用有償

運送の持続可能な仕組みを構築していく。

R2
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表 12 中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等の取り組み（３） 

 
出所：各省庁の発表資料から日鉄総研作成 

 
ヒアリング調査の実施状況は表 13の通りであり、調査結果は23頁～30頁の通りである。 

 
表 13 ヒアリング調査の実施状況 

 
 
 
 
  

地域 事業予算 事業名称 所管官庁
実施主体

（代表団体）
内容 年度

16 富山県富山市

データ利用型ス

マートシティ推進事

業

「とやま」つながりプロ

ジェクト
総務省 関西電力株式会社

人流データを柱としたデータ 連携基盤を構築すること

で、密を避け、安心・安全な移動を支援するお出かけ

促進サービスを実施（事業全体の一部）

R2

17 石川県加賀市
スマートモビリティ

チャレンジ

市民の生活の質と、

観光客の移動満足度

の向上を実現する

「加賀MaaS」実証

事業

国土交通省

加賀市地域公共交通

活性化・再生協議会

加賀MaaS
コンソーシアム

乗換案内や予約等の「交通サービス情報の充実」、施

設情報やクーポンによる「交通・商業・観光の分野連

携」、生活の負担を軽減する「ニーズに応じた運行」

等、利用者にとって最適で新しい生活様式に順応した

MaaSを実現する。

R2

18 石川県小松市
未来技術社会実装

事業

小松市における２大

交通拠点をつなぐ自

動運転バスの導入事

業

内閣府 小松市

北陸新幹線小松駅開業予定の2023年春を第１ター

ゲットとして、小型･多頻度の自動運転バス(暫定レベ

ル３)による移送サービスを開始

技術開発の進展に応じた最も早い時期において、レベ

ル４自動運転バスを社会実装し、ドライバー不足に対

応した多頻度化を実現

R2

調査日程 調査対象

1
愛知県

春日井市
未来技術社会実装事業

2020年11月12日（水曜）

10:00～10:45

春日井市 まちづくり推進部 都市政策課

未来社会創造機構

新明工業株式会社

2
愛知県

尾三地区南部
スマートモビリティチャレンジ

2020年12月17日（木曜）

15:00～16:30
アイシン精機㈱イノベーションセンター

3
愛知県

南知多町・常滑市・

西尾市・長久手市

未来技術社会実装事業
2020年12月23日（水曜）

9:30～10:30

愛知県 経済産業局 産業振興課

愛知県 都市整備局 交通対策課

4 岐阜県岐阜市 未来技術社会実装事業
2020年11月12日（水曜）

15:00～17:00
岐阜市 市議、都市建設部

5 三重県菰野町 スマートモビリティチャレンジ
2020年12月23日（水曜）

14:00～15:30
菰野町 総務課

6 富山県朝日町 スマートモビリティチャレンジ
2020年12月16日（水曜）

10:30～12:00

朝日町 企画振興課

㈱博報堂 第五ビジネスデザイン局

スズキ㈱ 国内営業業務推進部調査グループ

7 石川県加賀市 スマートモビリティチャレンジ
2020年11月26日（木曜）

13:00～14:30
加賀市 政策戦略部 政策推進課

8 石川県小松市 未来技術社会実装事業
2020年11月26日（木曜）

15:30～17:00

小松市 産業未来部 商工課

小松市 市民共創部 はつらつ協働課

調査対象事例
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（２）スマートモビリティチャレンジ等以外のモビリティサービスの取り組み 
 中部地域においてはスマートモビリティチャレンジ等以外のモビリティサービスに係る

実験的な取組をいくつか見ることが出来る。報道記事などをもとに収集した事例を表 14～
表 16 に示す。これらの 22 事例のうち、網掛けを付した５事例を対象にヒアリング調査を

行い、背景（課題）、体制、目的、内容、事業化に向けた課題について把握した。 
 

表 14 中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等以外の 
モビリティサービスの実験的な取り組み（１） 

 
※年度は事業開始年または報道時点の年度を指し、現時点で事業を実施しているとは限らない 

出所：各種報道資料から日鉄総研作成 

 

地域 事業名称
実施主体

（代表団体）
内容 年度

1
愛知県

名古屋市

名古屋市SRT

（Smart Roadway

Transit）構想

名古屋市

平成23年9月「なごや新交通戦略推進プラン」策定

→平成26年9月「なごや交通まちづくりプラン」策定

→平成29年3月「新たな路面公共交通システムの導

入に係る基本的な考え方」策定

従来のＬＲＴやＢＲＴの優れた点をあわせ持ち、「わか

りやすさ」「使いやすさ」「楽しさ」を備えた最先端で魅

力的なタイヤベースシステムの導入を検討する方向

性を提示

構想

H23～

2 愛知県豊田市
トヨタ自動車

株式会社

小型電気自動車（ＥＶ）「ハーモ」を使ったカーシェア

リングサービス
H24～

3
岐阜県

関市～郡上市

長良川鉄道株式会社

ヤマト運輸株式会社

全国で初めて、鉄道にヤマト運輸の社員が同乗しな

い、無人の客貨混載を開始した。区間は長良川鉄道

の関駅（関市）～美並苅安駅（郡上市）間。郡上市は

岐阜県内で2番目に面積が広く人口密度が低いた

め、移動に時間がかかり、ドライバーの負担が大き

かった

H30～

4

岐阜県

飛騨市、高山市

ほか

カーシェアリング事

業「オートシェア」の

実証実験

出光興産株式会社

超小型EVを活用したカーシェアリングの事業化に向

けた情報収集とビジネスモデルの検証

2019年8月から開始

R1

5 岐阜県岐阜市

パーソナルモビリ

ティ「ILY-Ai（アイ

リーエーアイ）」を

事業化

アイシン精機株式会社

トヨタオートモールクリエイトが運営するショッピング

センター「カラフルタウン岐阜」（岐阜県岐阜市）に対

し、ILY-Aiを有償でのリース提供

2020年3月7日より

R1

6
岐阜県

多治見市
働こCAR 株式会社エネファント

EVの日産リーフを地元の協賛企業に月額制でレン

タルし、企業が社員に貸し出す。対象となるのは多

治見市内の企業に勤める18〜29歳まで。それら若

手社員の負担は税金などの諸経費を含めて月々

19800円の維持費というEVレンタカービジネス。

R1

7 三重県桑名市
桑名市次世代モビ

リティ推進事業
桑名市

持続可能な公共交通ネットワークの維持のため、自

動運転バスを既存バス路線の一部で実証運行し、

本格導入の可能性や課題について検証

R2

8 三重県亀山市

ＡＩ配車システムを

活用した「かめやま

のりあいタクシーの

りかめさん」実証運

行事業

亀山市

市内全域を運行しているデマンド乗合タクシーにＡＩ

配車システムを導入し、配車効率、当日予約の対応

化など利用者の利便性を向上

R2

9 三重県鳥羽市

寝屋子の島 答志

島高齢者等移動手

段確保事業

鳥羽市

地元町内会と連携し、市の公用車による移送を行

い、島内の移動手段を持たない高齢者等の通院を

中心とした移動需要に対応

R2
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表 15 中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等以外の 
モビリティサービスの実験的な取り組み（２） 

 

※年度は事業開始年または報道時点の年度を指し、現時点で事業を実施しているとは限らない 

出所：各種報道資料から日鉄総研作成 

 

地域 事業名称
実施主体

（代表団体）
内容 年度

10 三重県紀北町
紀北町新交通シス

テム実証事業
紀北町

町内全域を運行している、町の公用車によるデマン

ドタクシーにＡＩ配車システムを導入し、配車効率を

向上。将来的にＭａａＳの導入につなげることを視野

に入れる

R2

11 三重県紀北町 あいのり運送 紀北町

住民の共助による交通手段確保の取り組みとして、

2018年9月18日より90日間の実証実験を開始（町内

の一部地域を対象）。

地域で自家用車を所有する方がその車を使って、地

域の移動手段のない方を、ドア・ツー・ドアで目的地

まで移送。

自家用自動車による有償運送であり、道路運送法で

定められた「公共交通空白地有償運送」の登録を受

けて実施。

H30

12 三重県東員町 東員町

インターネットを活用したコミュニティバスの「見える

化」に着手

利用者一人ひとりが、目的地に行くにはどのバスに

乗ればいいのか、スマホで簡単に知ることができる

バス路線検索アプリ『MOKUIKU(もくいく)』、これと連

動したバスロケーションシステム『PINA(ピナ)』を導

入、乗りたいバスの現在地や遅延状況を随時確認

できるように。

R1

13 富山県富山市 コンパクトシティ 富山市

公共交通のネットワークをつくり、商業だけでなく医

療・福祉など様々な生活機能がまとまって立地す

る、自動車に過度に依存しない。そんなコンパクトな

まちづくりを推進

廃線寸前のＪＲのローカル線をＬＲＴ（次世代路面電

車）に再生

ＪＲ時代は１時間に１本だった運行頻度を１５分に１

本にしたことで、利用者数が平日で２倍以上に

中心市街地、公共交通居住推進地区の人口が流入

超過に

H19～

14
富山県

富山市、高岡市
富山大学

複数の交通手段を組み合わせる次世代交通サービ

ス「MaaS（マース）」のスマートフォンアプリの実証

運用を実施

2019年11月29日から12月2日まで、富山大学で開

催した土木計画学研究発表会の参加者を対象に実

施。会期の前後に参加者の県内周遊を促すのが狙

いで、あいの風とやま鉄道（富山市）や富山地方鉄

道（同市）、加越能バス（富山県高岡市）など県内の

各公共交通機関が協力

R1

15

富山県

射水市、高岡

市、氷見市

株式会社 駅探

富山県射水市、高岡市、氷見市の各観光協会と将

来の観光型MaaS等の新たなサービスを見据え、観

光モデルコースを提供するサービスについて実証実

験を行なうことで合意（2019年10月1日）

株式会社JTBパブリッシングが提供する観光情報

データベース「るるぶDATA」をベースに、射水市、高

岡市、氷見市の各観光協会が発行するガイドブック

等に掲載されている観光地、施設データを順次追加

していく予定

R1

16 富山県南砺市

道の駅「たいら」を拠点

とした自動運転サービ

ス地域実験協議会

道の駅「たいら」を拠点とした自動運転サービスの実

証実験を実施。買い物や通院など住民の外出を促

す移動手段や、道の駅で販売する農産物などの集

荷・配送手段などとしての自動運転の効果について

検証。

また、道の駅と世界遺産に選ばれた相倉合掌造り集

落を結ぶ往復約１６キロメートルを実験区間として実

際にモニターとして観光客を乗せた走行も行われる

予定、観光面での活用の可能性も模索。

H29
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表 16 中部地域におけるスマートモビリティチャレンジ等以外の 
モビリティサービスの実験的な取り組み（３） 

 
※年度は事業開始年または報道時点の年度を指し、現時点で事業を実施しているとは限らない 

出所：各種報道資料から日鉄総研作成 

 

ヒアリング調査の実施状況は表 17の通りであり、調査結果は34頁～38頁の通りである。 
 

表 17 ヒアリング調査の実施状況 

 

地域 事業名称
実施主体

（代表団体）
内容 年度

17 石川県小松市 孝行デマンドバス
コガソフトウェア

株式会社

石川県小松市で実施される「新しいモビリティサービ

スの社会実装に向けた実証実験」の予約・運行管理

システムとして「孝行デマンドバス」を提供し、実験を

支援

令和元年7月に小松市と日野自動車株式会社及び

株式会社ローランド・ベルガーが締結した「地域公共

交通を活かした魅力あるまちづくりに関する協定」に

基づき実施

R1

18
石川県

野々市市
NISSAN e-シェアモ 日産自動車株式会社

EVステーションを、金沢工業大学扇が丘キャンパス

内に開設

大学内のステーションには、電気自動車(EV)「日産

リーフ」2台を配備。ステーションを設置する扇が丘

キャンパスから、同大学の白山麓キャンパスまで、

片道約30kmのキャンパス間移動の手段として活用

する

R2

19 石川県金沢市 金沢市

県内初となる人工知能（ＡＩ）を活用した乗り合いタク

シーの配車サービス実験を実施（2019/9/21）

市の委託を受けたベンチャー企業「未来シェア」（函

館市）とＪＴＢが共同で実施

R1

20 石川県金沢市 スマートバス停
安川情報システム

株式会社

安川情報システムは、西鉄エム・テックと開発した

IoT技術を搭載する「スマートバス停」の実証実験

を、北陸鉄道およびホクリクコムと共同で実施（2019

年1月29日～3月31日）

R1

21 石川県珠洲市 金沢大学

2015年から珠洲市で自動運転車の公道走行試験に

取り組む。車にカメラやセンサーを搭載し、対向車や

歩行者、信号など周囲の状況に対応して目的地ま

で自動でたどり着く。「奥能登国際芸術祭2017」では

一般客を含めてデモ走行した。20年の実用化を目指

す。

公道を使った自動運転車の実証実験としては規模

大

H27～

22 石川県輪島市 輪島商工会議所

2014年秋からゴルフ場の電動カートを改造した新交

通システムを運行。産総研が自動走行させる実験も

2017年内に始まる予定。

H26～

調査日程 調査対象

1
愛知県

名古屋市

名古屋市SRT（Smart Roadway 

Transit）構想

2020年12月23日（水曜）

11:00～12:00
名古屋市 住宅都市局 都市計画部 交通企画課

2 富山県富山市 富山市 コンパクトシティ
2020年12月16日（水曜）

14:00～15:30
富山市 活力都市創造部 交通政策課

2020年11月25日（水曜）

16:00～17:00

郡上市 市長、市議、市長室 企画課

長良川鉄道㈱ 運輸部

2021年1月27日（水曜）

10:00～11:00

ヤマト運輸㈱ 本社広報

ヤマト運輸㈱ 岐阜事業所

4
岐阜県

飛騨市・高山市

ほか

出光興産によるカーシェアリング

事業

2020年12月10日（木曜）

13:00～14:30

出光興産㈱ Next事業室、販売部

                 ビジネスデザインセンター

5
石川県珠洲市

ほか

金沢大学による自動運転車の

公道走行試験

2020年12月11日（水曜）

8:30～10:00

金沢大学 新学術創性研究機構

未来社会創造研究コア 自動運転ユニット

調査対象事例

3
岐阜県郡上市

ほか

ヤマト運輸と長良川鉄道による

貨客混載
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（３）中部地域におけるモビリティサービス等に関する可能性 

 
調査を行った、スマートモビリティチャレンジ等の 8 事例とスマートモビリティチャレ

ンジ等以外のモビリティサービスに係る実験的な取組の 5 事例を合わせた全 13 事例のうち、

人口規模が大きい都市圏での取り組みは愛知県春日井市、岐阜県岐阜市、愛知県名古屋市、

富山県富山市の 4 事例であり、残りの 9 事例は地域内に中山間地域を含む地方圏での取り

組みとなっている。ただし、県庁所在地である富山県富山市は都市圏の性格を有する一方

で、域内に広い中山間地域を有する地方圏としての性格を併せて有する点に留意する必要

がある。 
以下では、これらの 13 事例について、当該事例の事業段階フェーズ、地域が抱えている

課題、モビリティの解決手段、そしてこの解決手段を実行するに際しての課題の比較、お

よび冒頭の文献調査から得られた示唆をもとに、中部地域におけるモビリティサービス等

に関する可能性について考察を行う。 
 
①事業段階フェーズと地域が抱えている課題 

13 事例の事業フェーズは、構想段階が 1 事例、実証実験段階が 9 事例、事業化段階に入

った事例が 5 事例（うち三重県菰野町と岐阜県飛騨市・高山市ほかの 2 事例は実証実験と

同時並行）であった。 
地域が抱えている課題としては、「高齢化」（12 事例）、「人口減少」（9 事例）、「自動車へ

の過度な依存」（8 事例）は都市圏と地方圏の共通課題であり、「公共交通不便地域の存在」、

「公共交通の経営難」、「モビリティ同士の接続が困難」、「観光客の伸び悩み」は地方圏の、

「中心市街地の求心力低下」、「道路による賑わい分断」は都市圏の課題として挙げられた。

なお、「モビリティ同士の接続が困難」は、富山県富山市、地方圏の三重県菰野町、石川県

加賀市、岐阜県飛騨市・高山市から課題として挙げられた（表 18）。 
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表 18 調査対象事例の事業段階フェーズ、地域が抱えている課題 

 
出所：各事例の事業主体に対するヒアリング調査結果より日鉄総研作成 

 
②調査対象事例のモビリティによる解決手段とその課題 
 地域が抱えている課題のモビリティによる解決手段としては、「デマンドバス・タクシー」

を挙げた事例が 7 事例と最も多く、次いで「モビリティサービスの連携」が 5 事例から挙

げられた（表 19）。名古屋市からは SRT（Smart Roadway Transit）という、タイヤ走行

による新交通システムが課題解決手段として挙げられたが、構想段階であり具体的な仕様

については未定となっている。なお「その他」の解決手段として挙げられたものは表 20 の

通りであり、小型・超小型 EV や無人運転バスという新たなモビリティを投入した事例と、

予約配車システムや MaaS アプリを新たに開発した事例が見られる。 
これらの解決手段のうち CASE の潮流に対応しているものは、「コネクティッド化」が 7

事例、「自動運転化」が 6 事例、「シェアリング」が 5 事例、「電動化」が 3 事例であった。 
 これらのモビリティの解決手段については、すべてが順調に運営されているというわけ

ではなく、多くの課題が指摘されている。課題としては「事業性」が 6 事例、「既存事業者

との調整」が 5 事例、「地域住民との調整」が 3 事例、「法規制」が 2 事例、「必要な技術開

発」が 6 事例、「その他」が 7 事例からそれぞれ挙げられた（表 19）。「その他」の課題と

して挙げられたものは表 21 の通りである。 
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わ

い
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光
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伸

び

悩

み

そ

の
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1
愛知県

春日井市
未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○

2
愛知県

尾三地区南部
スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○

3
愛知県

南知多町・常滑市・

西尾市・長久手市

未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○

4 岐阜県岐阜市 未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○ ○

5 三重県菰野町 スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 富山県朝日町 スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○

7 石川県加賀市 スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 石川県小松市 未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9
愛知県

名古屋市

名古屋市SRT（Smart

Roadway Transit）構想
○ ○ ○ ○

10 富山県富山市 富山市 コンパクトシティ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11
岐阜県郡上市

ほか

ヤマト運輸と長良川鉄道によ

る貨客混載
○ ○ ○ ○

12
岐阜県

飛騨市・高山市

ほか

出光興産によるカーシェアリ

ング事業
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13
石川県珠洲市

ほか

金沢大学による自動運転車

の公道走行試験
○ ○ ○ ○ ○ ○

地域 事業名称

事業段階フェーズ 地域の課題
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表 19 調査対象事例の解決手段とその課題 

 
出所：各事例の事業主体に対するヒアリング調査結果より日鉄総研作成 

 
表 20 解決手段の「その他」の内容 

 

出所：各事例の事業主体に対するヒアリング調査結果より日鉄総研作成 
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1
愛知県

春日井市
未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2
愛知県

尾三地区南部
スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3
愛知県

南知多町・常滑市・

西尾市・長久手市

未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○ ○

4 岐阜県岐阜市 未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 三重県菰野町 スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 富山県朝日町 スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○

7 石川県加賀市 スマートモビリティチャレンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 石川県小松市 未来技術社会実装事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9
愛知県

名古屋市

名古屋市SRT（Smart

Roadway Transit）構想
○ （○） （○） ○ ○

10 富山県富山市 富山市 コンパクトシティ ○ ○

11
岐阜県郡上市

ほか

ヤマト運輸と長良川鉄道によ

る貨客混載
○ ○

12
岐阜県

飛騨市・高山市

ほか

出光興産によるカーシェアリ

ング事業
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13
石川県珠洲市

ほか

金沢大学による自動運転車

の公道走行試験
○ ○ ○ ○

地域 事業名称

解決手段の課題
解決手段

CASEの潮流への対応

解決手段

「その他」の内容

1
愛知県

春日井市
未来技術社会実装事業 小型EV

2
愛知県

尾三地区南部
スマートモビリティチャレンジ 予約配車システム

3
愛知県

南知多町・常滑市・

西尾市・長久手市

未来技術社会実装事業 無人運転バス

4 岐阜県岐阜市 未来技術社会実装事業 トランジットモール

5 三重県菰野町 スマートモビリティチャレンジ MaaSアプリ開発

7 石川県加賀市 スマートモビリティチャレンジ MaaSアプリ開発

10 富山県富山市 富山市 コンパクトシティ
まちづくりと連携した公共交通

の活性化

11
岐阜県郡上市

ほか

ヤマト運輸と長良川鉄道によ

る貨客混載
鉄道の貨客混載

12
岐阜県

飛騨市・高山市

ほか

出光興産によるカーシェアリ

ング事業
超小型EV

調査対象事例
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表 21 解決手段の課題の「その他」の内容 

 
出所：各事例の事業主体に対するヒアリング調査結果より日鉄総研作成 

 
③中部地域におけるモビリティサービス等に関する可能性 

今回の中部地域のモビリティサービスの事例を対象としたヒアリング調査結果について

①、②で整理した、地域が抱えている課題、モビリティによる解決手段とその課題は、お

そらく他の地域とほぼ変わらないものと思われる。 
すなわち、都市圏と地方圏の共通課題として、「高齢化」、「人口減少」、「自動車への過度

な依存」、「モビリティ同士の接続が困難」が挙げられ、これらに加えて、地方圏では「公

共交通不便地域の存在」、「公共交通の経営難」、「モビリティ同士の接続が困難」、「観光客

の伸び悩み」など、都市圏では「中心市街地の求心力低下」、「道路による賑わい分断」な

どが課題となっているのは、中部地域に限られたものではないだろう。そしてモビリティ

による課題解決手段としての、「デマンドバス・タクシー」や「モビリティサービスの連携」

などがあり、その課題として「事業性」などがあるということも、おそらく中部地域に限

られたものではない。 
ただし、中部地域ならではのモビリティサービスの可能性として、ア）自動車産業を中

心とする日本有数の輸送機械製造業の集積の発展促進に繋げること、イ）自動車産業を中

心とした B2B 分野への展開が望まれること、そして、ウ）中央リニア開業の効果を高める

ための公共交通網の整備、エ）国土交通省「国土形成計画」（H27.8.14 閣議決定）に基づく

広域地方計画（H28.3.29 国土交通大臣決定）に示された、「北陸新幹線の対流促進効果最大

化による北陸圏地域活性化プロジェクト」と協調したモビリティサービス等を開発してい

くことが望まれること、の４点については、おそらく中部地域ならではのモビリティサー

ビス等の可能性として挙げて差し支えないものと思われる。 
 

ア）日本有数の輸送機械製造業の集積の発展促進に繋げる 

 中部地域の製造品出荷額は 2018 年で全国の 22%を占め（図 25）、その内訳をみると輸

送用機械製造業が全国平均を大きく上回る 42.4%を占めている（図 26）。特に愛知県には、

解決手段の課題

「その他」の内容

1
愛知県

春日井市
未来技術社会実装事業 利用者が少ない

5 三重県菰野町 スマートモビリティチャレンジ 他のサービスとの連携

9
愛知県

名古屋市

名古屋市SRT（Smart

Roadway Transit）構想
技術の汎用性の確保

10 富山県富山市 富山市 コンパクトシティ
MaaSなどの新たなモビリティ

サービスの導入

11
岐阜県郡上市

ほか

ヤマト運輸と長良川鉄道によ

る貨客混載

駅の構造、ダイヤ編成上の問

題

12
岐阜県

飛騨市・高山市

ほか

出光興産によるカーシェアリ

ング事業
低コスト車両の開発

13
石川県珠洲市

ほか

金沢大学による自動運転車

の公道走行試験
車両のコストダウン

調査対象事例
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素形材、部品加工、自動車の最終組み立てまで、すそ野の広いものづくりの産業集積が形

成されている。 
全国各地で行われているモビリティサービス等の実験的な取組では、現時点でもこの中

部地域の自動車産業で作られた車両等を中部地域に限らず多く見出すことが出来る。電動

車や自動運転車は、その多くが現在は実証実験段階にとどまっているが、社会実装され事

業化に移行していく上で、電動化の観点では航続距離の延伸のため、自動運転の観点では

車載センサー、カメラ等の重量増に対応するため、車両の軽量化や低コスト化が不可欠で

ある。車両の軽量化やコストダウンに優れた実績を有する中部地域の自動車産業の技術は

これに大きく貢献することが期待される。 
また、ヒアリングを実施した中では、アイシン精機がカーナビゲーションシステムの技

術力を活かしたルート設計を、愛知県の自動運転では、愛知製鋼が開発した磁気マーカー

を設置するなど、自動車部品企業が CASE 分野でも活躍していることがわかる。本件以外

にも部品製造技術を活かした活動は多数あり、また、その分野は自動車のみならず、立ち

乗りタイプのモビリティなど多様なモビリティに及ぶ（図 27）。中部地域の自動車産業の

技術を、中部地域に限らず全国のモビリティの課題解決に繋げると共に、中部地域の自動

車産業の発展にも繋げていくことが求められる。 
 

     

図 25 製造品出荷額等の全国シェア（2018 年） 
出所：中部経済産業局「中部経済のポイント 2020」 
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注１：1970 年は従業者 20 人以上、1980 年は従業者 30 人以上の事業所が対象。 
注２：1990 年以降分については、4 人以上の事業所が対象の統計を基に算出。 
注３：プラスチック製品は、1985 年から新設。 
注４：精密機械器具製造業は、2008 年から他業種へ分割することで単独の項目を廃止。 
注５：電気機械は、日本標準産業分類の電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業および情報通信機

械器具製造業の３業種。 

図 26 製造品出荷額等の業種別構成比の推移 
出所：中部経済産業局「中部経済のポイント 2020」 

 

 
図 27 モビリティの今後の可能性 

出所：経済産業省「多様なモビリティ普及推進会議 とりまとめ」（2019 年 12 月 2 日） 

 

イ）自動車産業を中心とした B2B 分野への展開 

中部地域におけるモビリティサービスの多くは一般消費者を対象とした B2C のサービス

であるが、今後は自動車産業を中心とした B2B 分野にその取り組みが広げられることが期

待される。 
 中部地域が自動車産業を中心とする日本有数の輸送機械製造業の集積地であることは前

述したが、多くの部材メーカーが地域内に立地し、JIT(Just In Time)で地域内の加工メー

カーや完成車メーカーに部材を供給する結果、特に愛知県内は自動車関係の部材を運送す

るトラックが多く行き交う地域となっている。国土交通省の 2015 年の「全国貨物流動量調

査」をみても、中部地域は全国の貨物流動量の 21%を占めており、特に愛知県発の輸送用
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表 23 2020 年度「物流 MaaS」選定事業 
事業分野 概要 選定事業者 

①トラックデータ連携の仕

組み確立 

 

荷主・運送事業者等が抱える課題に対し、日本版 FMS 標

準 ※1の活用が期待できるユースケースを検討し、複数商用

車メーカーのトラックデータを連携する仕組みを検討すると

ともに、運行管理データ項目の特定や形式等の標準 API※2

仕様の検討等を行う。 

豊田通商（株） 

②見える化・混載による輸

配送効率化 

 

深度センサーにより庫内の荷物量や空きスペースを見える

化するとともに、配送計画ルート上の積載効率変化も見え

る化し、輸配送効率化の検討を行う。 

アイシン・エィ・ダブリ

ュ（株） 

車両と積荷の位置情報等の連携により積載効率向上を図

るとともに、保険会社等と連携し、整備・運行記録等を用い

た運行品質評価モデルの策定及び検証を行う。 

三菱ロジスネクスト

（株） 

③電動商用車活用・エネ

ルギーマネジメントに係る

検証 

軽貨物 EV に求められる性能検討、経済性を高めるために

必要となるエネルギーマネジメントやオペレーションのモデ

ル構築のため、シミュレーション及び実車での検証を行う。 

（株）ミツバ 

業務用車両の電動化に向け、充電ステーションの配置の在

り方の検討（共同利用）、EV の運用や充電オペレーション

の実証実験を行い、電動化に向けた課題の洗い出し、経済

性検証、効率的な充電方法の検討を行う。 

東京電力ホールディ

ングス（株） 

ディーゼルバスと EV バスの相違点（給油/充電時間、臨時

便などの運行管理など）を踏まえ、バスの運行管理とエネ

ルギー管理を一体化したエネルギーマネジメントシステム

のシミュレーション及び技術検証を行い、EV バス導入の地

方版モデルの構築を目指す。 

（株）みちのりホール

ディングス 

※1 FMS 標準（FMS: Fleet Management System）：車両運行管理に必要となるトラックデータの標準仕

様。発信するデータ項目について、欧州における必須項目に準拠していく方向性を商用車メーカー4 社で

確認しており、今後、日本における車両運行管理に必要となるデータ項目の追加や形式等の仕様を検討し

ていく。 
※2 API：Application Programming Interface 

出所：経済産業省自動車課プレスリリース（2020 年 7 月 21 日）より日鉄総研作成 

 
ウ）中央リニア開業の効果を高めるための公共交通網の整備 

東海旅客鉄道（JR 東海）が建設を進めているリニア中央新幹線は、東京‐名古屋間が 2027
年、東京‐大阪間が最短で 2037 年に開業することが期待されている。リニア中央新幹線の

開業により東京‐名古屋間は約 40 分、東京‐大阪間は約１時間で結ばれ、時間的にはいわ

ば都市内移動に近いものとなるため、三大都市圏がそれぞれの特色を発揮しつつ一体化し、

世界からヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を先導する「スーパー・メガリージョ

ン」の形成が期待されている。こうした中、中部圏については、ものづくりがさらに進化

し引続き日本経済を牽引していく役割を担うことが期待されている（図 29）。 
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図 29 リニア時代の“ものづくり”進化プロジェクト 

出所：国土交通省「国土形成計画（広域地方計画）の進捗状況について」 

 
 このリニア開業効果を、ものづくりをはじめとする生産機能の集積地に最大限波及させ

るため、愛知県は既存鉄道路線の直通運転化・高速化などにより名古屋駅からの 40 分交通

圏の拡大等を目指すほか、公共交通ネットワークの一層の需要創出を図っていく必要があ

るとしている。このため、クルマと公共交通、自転車、徒歩などをかしこく使い分け、環

境にやさしい交通機関を利用する「エコ モビリティ ライフ」などの施策に加えて、鉄道

沿線への都市機能や居住の誘導といったまちづくり施策、交流人口を増加させるための観

光施策などの地域戦略と連携した交通政策についての検討・取組も必要であるとしている

（愛知県「リニアを見据えた鉄道ネットワークの充実・強化に関する方策案」（平成 27 年 3
月））。このため事例調査で見たような、名古屋市 SRT（Smart Roadway Transit）のよう

に中心市街地の賑わいを面的に拡大するモビリティサービスのみならず、豊明市などで実

施されている「チョイソコ」のような郊外における交通弱者の移動を支援するモビリティ

サービスの一層の充実化が期待される。 
 さらに、中部地域においては岐阜県中津川市に中央リニア新幹線の岐阜県駅（仮称）が

設置される予定である。この新駅設置に伴う経済波及効果を高めるため、中津川市ではリ

ニアを活用したまちづくりを計画しており（図 30）、その一環として日常生活のほか、観

光客や来訪者にも利用されるようリニア新駅と市内の拠点を結ぶ公共交通網の整備が必要
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であるとしている（図 31）。このため、公共交通を活用した観光客の地域内の回遊の利便

性を向上させる観光型 MaaS などの需要が、中津川市を中心とした東濃地方において今後

高まっていくことが予想される。 
 

 

図 30 中津川市リニアを活用したまちづくり構想 
中津川市「中津川市リニアを活用したまちづくり構想」令和元年 7 月 
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図 31 公共交通網の維持・確保 

中津川市「中津川市リニアを活用したまちづくり構想」令和元年 7 月 

 
エ）北陸圏地域活性化プロジェクトとの協調 

 国土交通省「国土形成計画（広域地方計画）の進捗状況について」によると、北陸新幹

線（長野・金沢間）の 2015 年の開業は特に金沢地域への訪日外国人旅行者の大幅な増加に

寄与したものの、縁辺部を含めた北陸圏全域に及ぼす効果は限定的であり、「二次交通の利

便性向上」、「観光資源の発掘・磨き上げ・発信」に課題があることが指摘されている（図 32）。
この課題解決に MaaS が果たす可能性は大きいものと思われる。 
北陸新幹線はさらに 2022 年度末に金沢～敦賀間が開業する予定である。この金沢以西の

新幹線の延伸効果を、MaaS により観光客の誘客と回遊を促すなど地域経済の活性化に生か

していくことが望まれる。なお、北陸地域の中でも能登半島地域は、食料品へのアクセス

が困難な交通弱者の「買い物難民」が特に多い地域であり（図 33）、MaaS の導入に際し

ては観光客の誘客と回遊促進のみならず、地元住民の買い物や通院等の利便性向上に繋が

るものとすることが望まれる。 
 



 

50 
 

 
図 32 北陸新幹線の対流促進効果最大化による北陸圏地域活性化プロジェクト 

出所：国土交通省「国土形成計画（広域地方計画）の進捗状況について」 

 

 
図 33 食料品アクセス困難人口の割合（石川県、2015 年） 

注 1 アクセス困難人口とは、店舗まで 500m 以上かつ自動車を利用できない 65 歳以上の高齢者を指す。 
注 2 アクセス困難人口の割合とは、65 歳以上人口全体に占めるアクセス困難人口の割合を表す。 
注 3 店舗は生鮮食料品販売店舗、百貨店、総合スーパー、食料品スーパー、コンビニエンスストアである 

出所：農林水産省 食料品アクセス（買い物弱者・買い物難民等）問題ポータルサイト 
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/syoku_akusesu.html 
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３．MaaS を中心とした中部地域におけるモビリティシンポジウムの開催 
 

（１）開催概要 
 中部地域における新たなモビリティサービスの社会実装と事業化、モビリティの技術開

発の現状について、事業主体の担当者等より紹介いただく「MaaS を中心とした中部地域に

おけるモビリティシンポジウム」を 2021 年 2 月 24 日に開催した（表 24）。 
 シンポジウムの内容は、経済産業省自動車課による基調講演に加え、今回ヒアリングを

行った事例のうち表 25 に示す３事例の事例紹介によって構成し、Microsoft Teams を用い

たウェブセミナー形式で開催した。 
参加申込者数は 260 名であり、うち自動車製造業関係者が 58 名、自治体等行政関係者が

35 名、交通・運輸事業関係者が 24 名であった。地域別に見ると、中部が 137 名で最も多

く、次いで関東 88 名、近畿 19 名、北海道 8 名、九州 6 名、東北 1 名、中国 1 名であった

（表 26）。 
 

表 24 「MaaS を中心とした中部地域におけるモビリティシンポジウム」開催概要 
開催日時 2021 年 2 月 24 日（水曜） 14:00～16:30 

開催形式 Microsoft Teams を用いたウェブセミナー形式 

内容 【基調講演】 

自動車関連産業を取り巻く環境変化と新たなモビリティ産業の創出に向けた取組 

 山本 誠一朗  / 経済産業省 自動車課 課長補佐 

【事例紹介 中部地域におけるモビリティサービスの可能性】 

①乗合送迎サービス「チョイソコ」の現状と事業化に向けた課題 

 加藤 博巳 氏 / アイシン精機株式会社 イノベーションセンター 主査  

           アイシン・エイ・ダブリュ株式会社 ビジネスプロモーション部 部長 

②過疎地域の新たな公共交通「ノッカルあさひまち」の挑戦 

 寺崎 壮 氏 / 富山県朝日町 企画振興課 地域活性係 係長 

 村木 政志 氏 / スズキ株式会社 国内営業業務推進部 

 調査グループ グループ長 

 畠山 洋平 氏 / 株式会社博報堂 アカウントマネージャー 

③市街地をも走行可能な自動運転自動車の開発とその未来 

 菅沼 直樹 氏 / 金沢大学 新学術創成研究機構 教授 

参加申込者 260 名 
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表 25 紹介事例の概要 
紹介事例 内容 

①乗合送迎サービス「チ

ョイソコ」の現状と事業化

に向けた課題 

アイシン精機による「チョイソコ」は、地域の交通不便を解消し、主に高齢者の外出促

進に貢献するオンデマンド交通サービスであり、①民間企業が事業主体となり、エリ

アスポンサーからの協賛も得ることで採算性を向上させるスキームを採用、②高齢者

の健康増進につながる外出促進のコト作りをエリアスポンサーと共に推進している点

で、従来の自治体によるコミュニティバスとは大きく異なる。 

2018 年 7 月愛知県豊明市での試験運行開始から日々進化を遂げる「チョイソコ」の現

状と課題、今後の展望を紹介。 

②過疎地域の新たな公

共交通「ノッカルあさひま

ち」の挑戦 

高齢者の免許返納／地域バスの財政問題／交通ドライバーの担い手不足など、過

疎地域では公共交通サービスについて多くの課題を抱えている。富山県朝日町で

は、博報堂、スズキと連携し、ご近所さんの自家用車でのお出かけについでに「乗っ

かる」ことができる、助け合いの気持ちをカタチにしたサービス「ノッカルあさひまち」の

実証実験を開始し、今年の 1 月から有料サービスに移行している。 

朝日町で行われたモビリティサービスによる地域の課題解決の取組と今後の展望を

紹介。 

③市街地をも走行可能

な自動運転自動車の開

発とその未来 

金沢大学は、市街地での自律的な走行を可能とする高度な自動運転システムに関す

る研究で、日本のアカデミアのパイオニア的存在である。2015 年には石川県珠洲市

において公道での自律型自動運転の実証実験を実施し、以降、東京都、石川県、北

海道、神奈川県での実証に着手し、技術課題の抽出と課題の克服を目標に取組を深

化させてきた。 

自律型自動運転のこれまでの開発状況と SIP も含めた最新情報、モビリティサービス

で自動運転を活用するにあたっての課題について紹介。 

出所：シンポジウム広報用資料より 

 
表 26 参加申込者の内訳 

【業種別】 
自動車製造業 

関係者 

自治体等 

行政関係者 

交通・運輸事業

関係者 

その他 合計 

58 35 24 143 260 

【地域別】 
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 合計 

8 1 88 137 19 1 0 6 260 

※地域区分は地方経済産業局の所管地域に基づく 

出所：参加申込者リストより日鉄総研作成 

 
  
















